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研究成果の概要（和文）：従来原爆はアメリカが開発し、使用を決定したとされてきた。本研究では原爆はケベ
ック協定ののもと英米加の３カ国が共同で開発し、資源開発もし、使用にあたっても、英米の合意と加の了承が
必要だったことを明らかにした。しかしながら、原爆完成後はアメリカはケベック協定を一方的に破棄したた
め、イギリスとカナダは原発などを独自に開発しなければならなかった。また大戦終結後にソ連と共に核拡散お
よび核兵器の国際管理の体制を築かなければならなかったが、イギリス、カナダの協力が得られなかったため
に、これもできなかった。

研究成果の概要（英文）：It is said that the U.S.A developed the Atomic Bombs and made decision to 
use them.  This research makes clear that the bombs were joint project by the U.S. A. , UK, and 
Canada, under the Quebec Agreement, so the decision to use them were also made by the three nations.
  Actually, they did.  After the war, however, the U.S.A. relinquished the agreement, and banned 
access to the knowledge acquired in the project.  UK and Canada have to develop the nuclear power 
plants by themselves.
For this reason, the U.S. A could not get help from UK and Canada to establish the international 
control organizations and non-proliferation system of nuclear weapons with the U.S.S. R.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
従来原爆はアメリカが開発し、使用も決定したとされてきた。本研究は原爆開発はケベック協定のもとで、米英
加が開発し、資源開発も行い、使用の決定も行ったとして従来の見方を変えた。また、核兵器の国際管理、核不
拡散体制がいまだ確立されていない原点がどこにあるのかも明らかにした。それは、アメリカが戦後、一方的に
ケベック協定を破棄したため、戦後国際的な場においてそのような体制を築くことにイギリスとカナダの協力を
得られなかったことによるのである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
小職はこの 20数年間、早稲田大学特定課題研究助成金と科学研究費補助金を数次にわたっ 
2016年に早稲田大学とオックスフォード大学ウルフソン・カレッジの間の交流プログラム
を利用して５カ月にわたって英国に滞在する機会を得た。この間、英国の原子力発電所開発
と輸出よりもさらに前の時期、すなわち原爆開発・製造の時期について、英国公文書館とオ
ックスフォード大学ナフィールド・カレッジに所蔵されている文書に基づき調査した。 
その結果、存在そのものは知っていたがその詳細を知らなかったケベック協定とハイドパ
ーク協定に関連する大量の文書を読むことになった。これによって次の事実を知った。 
１．ケベック協定第 2 項「われわれはこの力をお互いの同意なくして第三者に対して使用
しない」にしたがって米国は英国に原爆投下の同意を求め、英国はカナダの同意を取り付け
たのち、これを与えている。２．英国がドイツの爆撃にさらされたため、カナダが原爆開発
で重要な役割をしていた。３．原爆投下後、米国と英国はどちらが原爆開発で主導的役割を
演じたについて争い、さらに特許争いまでしている。４．米国は原爆を英加と共同開発した
にもかかわらず戦争終結後、一方的にケベック協定とハイドパーク協定を破棄し、英加にそ
の技術とノウハウを使わせなかった。 
これまで、原爆開発・製造はもっぱら米国によってなされ、原爆投下も米国首脳が決定した
というのがこれまで定説となっているが、１、２、３はこれを見直さなければならないこと
を明らかにしている。とくに１は、これまで暫定委員会（原爆を含む原子力の利用について
大統領に諮問する委員会）、大統領ハリー・Ｓ・トルーマン、国務長官ジェイムズ・バーン
ズと陸軍長官ヘンリー・スティムソンという米国側のプレーヤーのみで決定したとされる
原爆投下の決定過程が、これまで考えられていたものとは違っていたことを示しており、き
わめて重要である。２もこれまで原爆開発・製造においてカナダが重要な役割を果たし、ゆ
えに合意を求められたというこれまで光が当たってこなかった事実を明らかにしている。
また、３もこれまで注目されなかった事実で、比較的よく知られている４の事実をよく説明
している。つまり米国は戦争が終わったあと、ケベック協定とハイドパーク協定を破棄し、
英加両国はまったく振出しに戻って原子力発電所を開発するのだが、なぜそのようなこと
になったのかということだ。さらにいえば、1956年に正力の原子力発電所の輸出の要請を
米国が拒絶したとき、なぜ米国が嫌がるのを承知で、英国が輸出の要請に応じたのかも説明
できる。そこで、こういったことを「イギリスもカナダも原爆投下に同意していた」「原爆
は誰のものか」というタイトルのもとに 2016年 6月と 8月に月刊誌『新潮４５』に発表し
た。 

２．研究の目的 
これまでの研究を踏まえて本研究がさらに明らかにするのは以下のことである。 
１．英加の原爆投下同意がなされたことは分かったが、その意思決定のプロセスが明らかで
はないので、それを調査し、それが米国側の意思決定のどの段階で反映されたのかを明らか
にする。2013年に共同通信社が原爆投下に英国が同意していたことを示す文書が米国側で
発見されたことを報じているので、英国の同意を取り付ける過程を明らかにする文書が米
国側に存在することがわかっている。 
２．これまでカナダの原爆開発・製造に関する役割、原爆投下への同意についてほとんど知
られていないので、カナダの公文書館でカナダ側の資料を収集し、これを明らかにする。 
３．米・英・加の原爆のパテント争いについてのそれぞれ米英加の文書とケベック協定改訂
協議についての米英加の文書を収集し、1946年に米国によってケベック協定とハイドパー
ク協定が破棄されるまで、原爆や関連技術のパテントの帰属について米英加の間でどのよ
うなやり取りがなされたのかを明らかにする。 
４. 米国がケベック協定とハイドパーク協定を破棄し、共同開発の成果を英加に与えること
を拒絶したのち、英加がどのように原子力発電所の独自開発を開始したのか、それが英国の
日本への原子力発電所輸出、カナダのインドへの原子力発電所輸出へとつながっていくの
かを米英加の文書の収集を通じて明らかにする。 

３．研究の方法 
本研究は１）米英加の公文書をマルチ・アーカイヴ的に使用し、２）これまでの原爆投下決
定のプロセスについての定説を覆し、３）これまで光が当たることがなかった米英加の原爆
パテントの帰属争いとケベック・ハイドパーク協定破棄にいたる過程を明らかにし、４）そ
れが英加の原子力発電所の独自開発にどう結びついていくのかを解明する点で、これまで
にない独創的なものである。2013年に共同通信社が原爆投下にイギリスの同意があったこ
とを示す文書がアメリカ側にあることを報じたが、文書の存在について言及しただけだっ
た。また、英加の研究者による原爆開発・製造、その後のことを論じた著作と論文はあるが、
米英加の複数の視点からマルチ・アーカイヴ的に論じたものはまだない。 

４．研究成果 
本研究の成果は、１）従来明らかにされてきたのは、アメリカ中心の原爆開発、原爆投下決
定のプロセスであったが、イギリスやカナダの公文書を踏まえてマルチ・アーカイヴ的に参
照・分析することにより、原爆開発は、実際はケベック協定を結んだアメリカ、イギリス、
カナダによる共同開発であり、原爆投下決定もこれら３カ国が協議・決定したプロセスを明
らかにした。３）原爆投下後、原爆製造技術を独占しようとするアメリカの動きによってケ



ベック協定とハイドパーク協定の改定がなされ、結局破棄された。これによって、イギリス、
カナダは、アメリカとは異なる独自の原爆・原子力発電の開発を行わなければならなかっ
た。 
こういったことが明らかにすることによって、ともすれば核開発と原子力の利用を巡って
は、米国とソ連の対立ばかりが議論されがちだが、実は西側も、それも最初に開発・製造を
始めた米英加の間でも利害の衝突があり、政治的な対立があり、それが英加両国の戦後とっ
た核政策や原子力政策と深く関わっていたことが新たにわかり、これまでとは違った構図
を明らかにした。 
 これらの成果は拙著『原爆 私たちは何も知らなかった』（新潮新書２０１９年）にまと
めて公表した。 
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